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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第66期

第２四半期
連結累計期間

第67期
第２四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 15,907,049 14,215,455 34,230,362

経常利益又は経常損失(△) (千円) △149,234 △529,308 322,901

四半期純損失(△)又は当期純利
益

(千円) △166,957 △593,370 211,981

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △452,683 △768,463 56,243

純資産額 (千円) 5,990,867 5,695,083 6,499,696

総資産額 (千円) 25,567,430 27,686,648 27,424,418

１株当たり四半期純損失金額
(△)又は当期純利益金額

(円) △8.10 △28.80 10.29

潜在株式調整後１株当たり　　四
半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.8 17.2 20.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,638,255 △1,935,908 1,049,162

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △110,837 △171,469 △118,112

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △715,278 1,531,428 △344,456

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,989,592 4,175,770 4,752,976

　

回次
第66期

第２四半期
連結会計期間

第67期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △8.43 △4.65

(注)　1　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 2　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 3　第66期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

 4　第66期第２四半期連結累計期間及び第67期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。ま

た第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

EDINET提出書類

徳倉建設株式会社(E00079)

四半期報告書

 2/23



　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災を受けて急速に落ち込んだものの、サプ

ライチェーンの復旧に伴い持ち直しの動きが続きました。個人消費は震災後急速に落ち込み、企業収益も震

災の影響や円高などの影響を受け、依然厳しい環境で推移しました。

建設業界におきましても、住宅投資は建設資材の供給回復に伴い持ち直しつつありますが、設備投資では

震災による投資計画の先送りが続いております。依然公共事業も減少傾向が続き、熾烈な受注競争のもと、

極めて厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループは、震災の復興需要に対応すべく技術提案力・信頼確保に注力し、当

社保有の特殊技術に関する営業を推進し、受注の確保に努め、またＯＤＡ案件に加え、海外に進出した日系

企業への営業を強化して国際部門のさらなる充実を目指してまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高が14,215百万円（前年同四半期比10.6%減）とな

りました。利益につきましては、営業損失169百万円（前年同四半期は5百万円の利益）、経常損失529百万円

（前年同四半期は149百万円の損失）、四半期純損失593百万円（前年同四半期は166百万円の損失）となり

ました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、当社グループでは、セグメント利益については

四半期連結損益計算書の売上総利益を基礎としております。

　

（建築セグメント）

国内での建築工事に関する事業より構成され、売上高は6,684百万円（前年同四半期比3.3%減）、セグメ

ント利益は494百万円（前年同四半期比29.7%減）となりました。

（土木セグメント）

国内での土木工事に関する事業より構成され、売上高は4,218百万円（前年同四半期比35.2%減）、セグメ

ント利益は225百万円（前年同四半期比61.3%減）となりました。

（海外セグメント）

海外での工事に関する事業より構成され、売上高は2,744百万円（前年同四半期比50.8%増）、セグメント
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利益は91百万円（前年同四半期は328百万円の損失）となりました。

（不動産セグメント）

不動産事業における売上高は338百万円（前年同四半期比17.8%減）、セグメント利益は81百万円（前年

同四半期比13.9%減）となりました。

（その他のセグメント）

資機材の販売・賃貸等その他の事業に関する売上高は228百万円（前年同四半期比10.1%減）、セグメン

ト利益は6百万円（前年同四半期比84.1%減）となりました。

　

　
(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、4,175百万円と、

前連結会計年度末に比べ577百万円の減少（12.1％減）となりました。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は、1,935百万円となりました（前年同四

半期は1,638百万円の増加）。未成工事受入金の増加などありましたが、仕入債務の減少、たな卸資産の増加

などにより、資金が減少いたしました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、171百万円となりました（前年同四半

期は110百万円の減少）。その主な要因は有形固定資産の取得による支出、貸付けによる支出などによるも

のです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の増加は、1,531百万円となりました（前年同四

半期は715百万円の減少）。その主な要因は、短期・長期借入金の増加、社債の発行による収入などによるも

のです。

　
　
(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

(4)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は7,967千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 62,244,000

計 62,244,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,072,85022,072,850
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
1,000株であります。

計 22,072,85022,072,850― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年 月 日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 22,072,850― 2,368,032― 1,232,784

　

EDINET提出書類

徳倉建設株式会社(E00079)

四半期報告書

 6/23



　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

徳友会グループ持株会 名古屋市中区錦三丁目１３番５号 2,066 9.35

三徳物産株式会社 名古屋市中区錦三丁目１３番５号 1,248 5.65

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,010 4.57

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 990 4.48

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 809 3.66

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（中央三井アセッ
ト信託銀行再信託分・ＣＭＴＢ
エクイティインベストメンツ株
式会社信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 700 3.17

大成化工株式会社 東京都葛飾区西新小岩三丁目５番１号 630 2.85

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋一丁目１８番６号 600 2.71

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目１３番１号 580 2.62

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社

東京都渋谷区恵比寿一丁目２８番１号 570 2.58

計 ― 9,203 41.64

(注)１  上記のほか当社所有の自己株式1,248千株（5.65％）があります。

　　２　「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢエクイティイン

ベストメンツ株式会社信託口）」の所有株式の議決権行使の指図権は、信託契約上、中央三井信託銀行株式会

社の全額出資子会社であるＣＭＴＢエクイティインベストメンツ株式会社に留保されています。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)　　
普通株式　
1,248,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　　　　　　　　
20,708,000

20,708 ―

単元未満株式 普通株式　116,850 ― ―

発行済株式総数 22,072,850― ―

総株主の議決権 ― 20,708 ―

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式716株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
徳倉建設株式会社

名古屋市中区錦三丁目13
番５号

1,248,000 ― 1,248,0005.65

計 ― 1,248,000 ― 1,248,0005.65

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、栄監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,062,542 4,484,352

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 8,739,713

※2
 8,621,621

有価証券 1,294 1,294

販売用不動産 559,396 622,174

未成工事支出金 350,767 1,147,246

不動産事業支出金 619,600 620,555

商品及び製品 2,054 －

材料貯蔵品 3,939 3,852

繰延税金資産 99,638 136,694

その他 1,107,020 1,226,135

貸倒引当金 △9,003 △13,836

流動資産合計 16,536,964 16,850,090

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,585,713 3,459,229

減価償却累計額 △1,973,309 △1,890,276

建物及び構築物（純額） 1,612,403 1,568,953

機械装置及び運搬具 744,988 712,377

減価償却累計額 △670,639 △651,308

機械装置及び運搬具（純額） 74,348 61,069

船舶 472,373 91,326

減価償却累計額 △420,877 △44,548

船舶（純額） 51,496 46,778

工具、器具及び備品 245,876 219,861

減価償却累計額 △223,407 △199,287

工具、器具及び備品（純額） 22,469 20,574

土地 4,547,487 4,637,757

建設仮勘定 － 520

有形固定資産合計 6,308,205 6,335,652

無形固定資産

その他 29,238 28,612

投資その他の資産

投資有価証券 1,519,698 1,384,680

長期貸付金 413,818 417,712

長期未収入金 1,287,981 1,361,264

破産更生債権等 1,026,121 1,015,710

繰延税金資産 201,408 205,446

その他 179,340 175,363

貸倒引当金 △78,359 △87,885

投資その他の資産合計 4,550,009 4,472,292

固定資産合計 10,887,453 10,836,558

資産合計 27,424,418 27,686,648
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 6,781,167 5,422,374

短期借入金 7,898,759 8,557,282

1年内償還予定の社債 92,000 244,000

未払金 130,946 223,674

未払法人税等 39,097 23,461

未成工事受入金 1,563,320 2,195,924

完成工事補償引当金 37,892 36,843

工事損失引当金 76,436 71,941

賞与引当金 54,600 56,223

その他 332,417 504,190

流動負債合計 17,006,637 17,335,913

固定負債

社債 298,000 710,000

長期借入金 2,788,680 3,148,467

長期未払金 45,620 42,257

退職給付引当金 489,958 380,530

環境対策引当金 10,309 10,309

再評価に係る繰延税金負債 124,894 124,894

資産除去債務 8,799 8,877

その他 151,821 230,315

固定負債合計 3,918,083 4,655,651

負債合計 20,924,721 21,991,565

純資産の部

株主資本

資本金 2,368,032 2,368,032

資本剰余金 1,527,310 1,527,310

利益剰余金 2,510,557 1,887,820

自己株式 △163,180 △163,297

株主資本合計 6,242,719 5,619,866

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △97,332 △106,740

繰延ヘッジ損益 △71,486 △172,470

土地再評価差額金 △569,859 △569,859

その他の包括利益累計額合計 △738,678 △849,071

少数株主持分 995,655 924,288

純資産合計 6,499,696 5,695,083

負債純資産合計 27,424,418 27,686,648
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 ※2
 15,907,049

※2
 14,215,455

売上原価 14,837,455 13,342,423

売上総利益 1,069,594 873,031

販売費及び一般管理費 ※1
 1,063,919

※1
 1,042,527

営業利益又は営業損失（△） 5,674 △169,495

営業外収益

受取利息及び配当金 25,369 23,062

負ののれん償却額 130,478 －

その他 24,838 37,671

営業外収益合計 180,685 60,734

営業外費用

支払利息 117,526 117,094

為替差損 198,688 256,494

その他 19,379 46,958

営業外費用合計 335,594 420,546

経常損失（△） △149,234 △529,308

特別利益

固定資産売却益 48 1,070

投資有価証券売却益 － 32

貸倒引当金戻入額 9,645 －

特別利益合計 9,693 1,103

特別損失

固定資産除売却損 1,078 14,267

投資有価証券売却損 2,617 339

投資有価証券評価損 6,600 21,170

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,914 －

退職給付制度改定損 － 36,872

その他 4,476 －

特別損失合計 20,686 72,650

税金等調整前四半期純損失（△） △160,227 △600,855

法人税、住民税及び事業税 13,352 18,177

法人税等調整額 △1,072 43,322

法人税等合計 12,280 61,500

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △172,507 △662,355

少数株主損失（△） △5,549 △68,984

四半期純損失（△） △166,957 △593,370
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △172,507 △662,355

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △176,119 △5,122

繰延ヘッジ損益 △104,056 △100,984

その他の包括利益合計 △280,176 △106,107

四半期包括利益 △452,683 △768,463

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △444,553 △703,764

少数株主に係る四半期包括利益 △8,130 △64,698
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △160,227 △600,855

減価償却費 123,473 64,846

負ののれん償却額 △130,478 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19,074 14,358

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △2,485 △1,049

工事損失引当金の増減額（△は減少） 58,853 △4,495

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,302 △109,427

賞与引当金の増減額（△は減少） 173 1,622

受取利息及び受取配当金 △25,369 △23,062

支払利息 117,526 117,094

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 2,617 306

投資有価証券評価損益（△は益） 6,600 21,170

固定資産売却損益（△は益） △48 13,171

固定資産除却損 1,078 25

未成工事受入金の増減額（△は減少） 179,101 632,603

売上債権の増減額（△は増加） 5,622,319 △223,417

割引手形の増減額（△は減少） △599,829 332,038

たな卸資産の増減額（△は増加） 53,358 △858,070

仕入債務の増減額（△は減少） △3,189,579 △1,358,793

為替差損益（△は益） 2,340 53,359

立替金の増減額（△は増加） △70,217 △29,563

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,914 －

その他の流動資産の増減額（△は増加） 11,740 △49,895

その他の流動負債の増減額（△は減少） △179,895 160,397

長期前払費用の増減額（△は増加） △3,098 1,744

その他 52,632 27,202

小計 1,868,727 △1,818,688

利息及び配当金の受取額 23,521 22,854

利息の支払額 △126,213 △112,964

法人税等の支払額 △127,780 △27,109

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,638,255 △1,935,908
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △136,052 △101,868

定期預金の払戻による収入 136,024 102,852

有形固定資産の取得による支出 △44,720 △114,699

有形固定資産の売却による収入 24,699 11,381

投資有価証券の取得による支出 △79,736 △602

投資有価証券の売却による収入 17,911 8,371

貸付けによる支出 △144,445 △298,789

貸付金の回収による収入 110,861 222,401

その他の支出 － △3,493

その他の収入 4,621 2,977

投資活動によるキャッシュ・フロー △110,837 △171,469

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 29,503,789 28,006,420

短期借入金の返済による支出 △29,832,527 △27,104,030

長期借入れによる収入 700,000 1,550,000

長期借入金の返済による支出 △1,141,734 △1,434,080

社債の発行による収入 100,000 600,000

社債の償還による支出 － △36,000

自己株式の取得による支出 △101 △116

配当金の支払額 △29,368 △29,365

少数株主への配当金の支払額 △14,000 △7,000

その他 △1,337 △14,399

財務活動によるキャッシュ・フロー △715,278 1,531,428

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,340 △1,255

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 809,800 △577,206

現金及び現金同等物の期首残高 4,179,792 4,752,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,989,592

※1
 4,175,770
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【継続企業の前提に関する事項】

　

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

 
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

 
（退職給付引当金）

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成23年９月に確定給付年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用しております。

本移行により、当第２四半期連結累計期間の特別損失として36,872千円を計上しております。

　

　

EDINET提出書類

徳倉建設株式会社(E00079)

四半期報告書

16/23



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

　１  偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

従業員 11,927千円 従業員 11,000千円

　　　　　計 11,927千円 　 11,000千円

　

  ※２　受取手形割引高

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

受取手形割引高 ―　千円 332,038千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

　※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

従業員給与手当 468,786千円 444,207千円

賞与引当金繰入額 16,931千円 17,101千円

貸倒引当金繰入額 4,335千円 17,979千円

　

  ※２  売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

現金及び預金 5,301,613千円 4,484,352千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△312,021千円 △308,582千円

現金及び現金同等物 4,989,592千円 4,175,770千円

　

　

(株主資本等関係)

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 29,368 1.50平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 29,365 1.50平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
建築 土木 海外 不動産 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,909,9296,510,1901,820,224412,27915,652,623254,42615,907,049

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

58,92049,779 ― 111,572220,273561,637781,911

計 6,968,8506,559,9701,820,224523,85215,872,897816,06316,688,961

セグメント利益又は損失(△) 703,040581,666△328,19294,3771,050,89241,9081,092,800

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資機材賃貸事業及び資材販売事業等を

含んでおります。

　
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,050,892

「その他」の区分の利益 41,908

セグメント間取引消去 △23,206

四半期連結損益計算書の売上総利益 1,069,594
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Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
建築 土木 海外 不動産 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,684,6074,218,7812,744,615338,79613,986,801228,65414,215,455

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

353,608 ― ― 53,785407,393509,784917,178

計 7,038,2164,218,7812,744,615392,58114,394,194738,43915,132,634

セグメント利益 494,417225,29091,81781,249892,7746,648899,423

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資機材賃貸事業及び資材販売事業等を

含んでおります。

　

報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度末より、当社が行うグループ管理等について経営意思決定過程及び事業目的等を見直

し、経営資源の配分の決定及び業績を評価するため、不動産セグメントについても定期的に検討を行う対

象としたため、報告セグメントを変更しております。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 892,774

「その他」の区分の利益 6,648

セグメント間取引消去 △26,391

四半期連結損益計算書の売上総利益 873,031
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

　　１株当たり四半期純損失金額（△） △8.10円 △28.80円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額（△）（千円） △166,957 △593,370

    普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △166,957 △593,370

    普通株式の期中平均株式数(株) 20,603,156 20,601,267

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月14日

徳倉建設株式会社

取締役会  御中

　

栄監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    玉　置　浩　一　　　印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    林　　　浩　史　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている徳倉
建設株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、徳倉建設株式会社及び連結子会社の平成23年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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